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国立研究開発法人
国立環境研究所の現況と
環境基本計画の見直しについて

国立研究開発法人国立環境研究所

理事（研究担当）
森口 祐一
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研究所の概要

*
目
的

環境の保全に関する調査及び研究を
行うことにより、環境の保全に関する
科学的知見を得、及び環境の保全に
関する知識の普及を図る

*
業
務

１ 一 環境の保全に関する調査及び研究
 二 環境の保全に関する国内外の情報の収集、整理及び提供

 三 科技イノベ法の規定による出資、人的・技術的援助
 四 附帯業務

２ 気候変動適応法に規定する業務

人
員

総員892人 (2023.4.1現在)
 うち研究系職員 338人→理学、工学、農学、医学等
 うち契約職員  595人

予
算

21,064百万円 (2023年度)
収入のうち運営費交付金16,575百万円

受託収入      3,636百万円
*国立研究開発法人国立環境研究所法（平成11年法律第216号）第3条及び第11条- 4 -
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研究所の沿革  ―まもなく発足から50年―
1974年 国立公害研究所 発足

公害問題研究の展開
1971年
1988年

環境庁 発足
IPCC 発足

1990年 国立環境研究所 名称変更
地球環境研究センター 発足
地球環境問題研究の展開

1992年
1993年
1997年

地球サミット
環境基本法制定
京都議定書 COP3

2001年

2006年
2011年

2013年
2015年

廃棄物研究部 新設、独立行政法人へ移行
第1期中期計画
第2期中期計画
（3月 東日本大震災）
第3期中期計画
災害環境研究追加

国立研究開発法人となる

2001年

2010年

2015年

環境省へ昇格

生物多様性条約国会議
名古屋議定書 COP10

パリ協定 COP21
2016年

2017年
2018年

第4期中長期計画
福島支部（現福島地域協働研究拠点）開設
琵琶湖分室 開設
気候変動適応センター 開設 2018年 気候変動適応法制化

2021年
2023年
2024年

第5期中長期計画
第5期中長期3年目
設立50周年
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地球規模の持続可能性と地域の環境・社会・経済の統合的向上
に向けた分野横断的な研究

環境問題に関する政策および社会ニーズを先読みした創造性・
先端性を持った研究

環境研究の体系に基づく長期的視野に立った基盤的研究
環境研究と社会・地域との関係の深化

第5期中長期計画（2021～2025年）の理念

脱炭素化・SDGs達成に向けた環境政策形成における
科学的知見の提示と施策における科学的側面からのリーダーシップ
 新たな研究テーマの先導
 気候変動・災害と環境等の社会的な要請の強い課題への対応
 環境省や関係省庁、研究機関との連携強化、地域・国際連携の推進
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二
大
事
業

第5期中長期計画の研究・業務の構成
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国環研の取組～8つの研究分野～

地球システム分野

波照間島の観測所における
大気モニタリング

資源循環分野 環境リスク・健康分野 地域環境保全分野

生物多様性分野 社会システム分野 災害環境分野 気候変動適応分野

マイクロプラスチックの研究 水生生物を用いた
化学物質の安全性評価

大気・水・土壌等の
多様な視点からの研究

伝統漁法による
自然との共生（琵琶湖）

環境とゆたかな暮らしを
両立する社会

帰還困難区域での生物調査 気候変動影響の現場における
情報収集と分析
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国環研の取組～知的研究基盤～

国立研究開発法人の強みを生かし、組織的・長期的な取組が必要な
モニタリングなど、環境研究の根底となる知的研究基盤を整備。
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● 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）への貢献：

● 生物多様性国家戦略2023-2030への貢献：

 IPCC第6次評価報告書の作成に協力。
WG1（2021年8月）やWG3（2022年
4月）に主執筆者等として参画するなど
貢献した。

 国環研の公式YouTubeチャンネルから
IPCC第6次評価報告書の解説動画を複数
公開。うち1件は約6.8万回再生される
など国内への普及にも貢献している。

 中央環境審議会自然環境部会及び生物多
様性国家戦略小委員会において、委員と
して審議するなど、生物多様性条約に基
づく生物多様性国家戦略2023-2030の
策定に貢献した。

 30by30に向け、つくばの研究機関等と
連携した取組や、つくば市への協力も進
めている。

国環研の取組～政策貢献・社会対話の事例～
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第6次環境基本計画中間取りまとめについて
第6次環境基本計画の中間とりまとめで提示された「環境を軸とした環

境・経済・社会の統合的向上」には、全体を俯瞰した総合的な環境研究を
通じた「本質的なニーズ」の客観的な提示が不可欠であり、この点、国立
環境研究所の第5次中長期計画との方向性と軌を一にしている。

第6次環境基本計画中間取りまとめ（抜粋）
「Well-being／高い生活の質」や経済成長等を実現するためには、＜略＞我が国の伝

統的な自然観など我が国の独自性を生かしつつ、国際的なニーズである環境収容力や
国内や地域での需要側の暮らしのニーズを把握した上で、現在及び将来の国民の本質
的なニーズ主導での技術的ブレイクスルーやシステム・ライフスタイル・制度の変革、＜略
＞創意工夫による新たな価値の創造を実現する必要がある。

国立環境研究所第5期中長期計画（令和3年度～令和7年度）（抜粋）
第5期中長期計画期間においては、国環研は国立研究開発法人として、地球規模の持

続可能性と地域における環境・社会・経済の統合的向上に向けた課題に対応する分野横
断的な研究とともに、各種の環境問題に関する政策及び社会ニーズを先読みした創造
性、先端性を持った研究、環境研究の体系に基づき長期的視点に立った基盤的な研究
を進めていく。＜略＞
また、環境研究と社会・地域との関係の深化を目指して＜略＞地方拠点等を地域共創

の場として活用し、地域協働型研究を分野横断的に推進する。
- 11 -
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科学的知見に基づくスピードとスケールを伴って、社会実装／イノ
ベーションと国民の行動変容を実現するためには、「現在及び将来の
本質的なニーズ」の客観的な提示が不可欠。国立環境研究所は環境研
究の先導によって地域及び国際社会に貢献。
 サステナビリティの実践・社会実装を支えるサイエンス

 経済・社会と環境の統合研究の強化
 気候変動×循環型社会×生物多様性の統合領域の研究の強化
 地域での実践への貢献（地域ニーズを踏まえた共創的研究、地方自治
体・地方大学・地方環境研究所等とのさらなる連携強化）

 安全・安心を支えるサイエンス
 現象解明、影響評価、対策検討までの総合力、基礎から社会実装へ
 媒体横断・分野全体を俯瞰した科学に基づく環境施策へ
 環境研究基盤の整備（長期・継続的データ蓄積、モニタリング）
 エコチル調査の完遂・データ活用の拡大
 PFAS等新たな環境汚染課題への対応

 DXによるさらなる飛躍
 研究及び業務の飛躍的な効率化・高度化
 「環境データ先端研究拠点構想（仮）」で環境の社会実装を加速

第6次環境基本計画策定に向けて
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【例】
環境の保全に関する情報の収集及
び整理と、調査及び研究の成果を、
デジタル技術を活用して企業、自
治体のみならず市民一人一人に提
供して行動変容を促し社会変革を
もたらすための統合的アプローチ
の展開（「環境データ先端研究拠
点構想」仮）

次期中長期そして今後50年を見据えて
現在、次期中長期期間（2026～2030年度）に重点的に取り組む研究課

題等やビジョンの提示に向けて大胆な議論を行っている。
また、今後ますます複雑化・複合化する環境問題に、世界に先がけて果

敢に取り組む環境研究所のあるべき姿を見据え、つくば本構の研究施設の
再整備に着手する。
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SUGIUR08
テキストボックス
（２）日本気候リーダーズ・パートナーシップ




第六次環境基本計画策定に向けて

1

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）

共同代表 三宅 香

2023年10月30日 第１回中央環境審議会総合政策部会と各種団体との意見交換会
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※2023年10月時点 ロゴ未掲載企業あり。売上・従業員数は連結ベース概算（外国法人は国内の従業員数のみ加算）。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）

異業種から247社が集う（売上合計168兆円、従業員計380万人、電力消費計79Twh）

気候変動への危機感を共有。自ら行動するとともに、政府を応援。
Since 2009
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JCLPの歩み ～2009年の発足以降の会員企業数の推移 および 主な政策提言活動～

社数

震災

パリ協定

CN宣言 ➡ 46％減へ

RE100等
連携開始

・・・・

JCLP
発足

海外視察開始

2050年
CNを提言

2030年50％削減
再エネ比率50％

を提言

実践活性化

官邸会議参加

EA、EV提言
議連連携

新しい資本主義へ提言
（浮体式風力等）

IPCC報告書 IPCC報告書

PPA検討 ➡ 実施 VPPA検討 EV協働検討

COP
視察団
開始

COP21 COP22 COP23 国連 国連 COP27

国連HLEG参加

分野別プロジェクト開始中小企業版RE100

247社
売上合計168兆円

従業員計380万人

電力消費計79Twh

（日本の最終電力消費量
に占める割合8.6%）
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これまでの取り組み① ～国際社会での情報発信・政策対話に注力～

2020年国連総会 気候変動ハイレベル会合に参加 国連 気候変動枠組条約締約国会議（COP）での政策対話

NHK BS1スペシャル JCLPの密着番組を放映

「脱炭素へのロードマップ ビジネス界１．５℃目標への挑戦」

出典: NHK

国連事務総長の専門家グループの一員として提言を公表
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これまでの取り組み② ～企業視点の政策提言を意欲的に発信～

総理大臣・各省への提言 国会議員との交流会・勉強会の開催

政府審議会や政党調査会への参加:

首相官邸 気候変動対策推進のための有識者会議

環境省 中央環境審議会 総合政策部会

環境省 中央環境審議会情報 地球環境部会 カーボンプライシングの活用
に関する小委員会

エネ庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会※

自民党 環境・温暖化対策調査会※

公明党 総合エネルギー対策本部・環境部会・経済産業部会合同会議※

立憲民主党 環境エネルギー調査会※

日本維新の会 経済産業部会※ ※ヒアリング対応
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気温上昇1.1℃で危機的状況。1.5℃に抑えるために残された時間はわずか

出典：WMOを和訳

世界の気象災害による経済損失（単位：10億㌦）

干ばつ 極端な高温 洪水 氷河・湖沼の氾濫 土砂崩れ 台風 山火事

気象災害による損失は、過去半世紀で8倍以上に
更なる気温上昇に伴う経済活動への影響を憂慮

気温情報を１．５℃に抑えるために
人類が排出できるCO2の量は限られている

直近の年間排出量
（約40Gt-CO2)に
照らすと

７年分しか
残っていない
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脱炭素社会実現のため、再エネ１００％を目指す需要家が声を上げている

再エネ100%を目指す大企業のイニシアチブ 中小企業、自治体等の再エネイニシアチブ

出典: 環境省 出典: 再エネ１００宣言

日本のRE100企業
総消費電力量
61.6Twh

日本の最終電力消費量に占める割合
６．７％

（JCLP調べ）
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他の主要国と比べて、日本の再エネ拡大スピードは見劣り

電力消費量に占める再エネの割合（2022年） 赤字は2030年の目標または予測値※

• 図：自然エネルギー財団にJCLP事務局追記

• 2030年数値参考：ドイツ（ドイツ政府）、スペイン（ロイター（政府目標に関する報道））、イギリス（Argus（政府戦略に関する報道））、イタリア（ロイター（政府目標にする報道）、Ember（政府目標概要））オーストラリア（オーストラリア政府）、

中国（自然エネルギー財団（政府試算概要））、日本（経済産業省）、インド（インド政府）、米国（国立再生可能エネルギー研究所）、韓国（電気事業連合会）。フランスではEUの目標値45%を反映した目標の設定が予定されている。

※比率目標を掲げていない国については、比率予測値を掲載。主要国についてのみ記載しているため、矢印の記載のない国についても再エネ拡大を推進している旨に留意されたい。
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再エネへの転換の遅れは、日本の企業競争力・産業立地競争力に重大な影響を及ぼす懸念

スズキ、インド製EV日本へ 25年にも
世界供給拠点に 輸出モデル転機

出典：日本経済新聞（２０２３年１０月１９日）

日本製鉄が海外で水素製鉄への投資検討、1000億円規模に
豪州のほかブラジルや中東での投資も選択肢

出典：ブルームバーグ（２０２３年3月3日）

各市場で中国製EVに存在感（アジア太平洋地域）
豪州のほかブラジルや中東での投資も選択肢

出典：ブルームバーグ（２０２３年3月3日）

South Korea says 6 European firms to invest 
$929 million in wind power, batteries

出典：ロイター（２０２３年6月21日）

既に産業立地や投資呼び込みへの影響が顕在化？

出典： Nature Communicationsに加筆

世界的に再エネがコスト競争力のある電源に

石炭火力

原子力

洋上風力

陸上風力

太陽光

各地で最も安い電源 （2020年、２０２３年、２０２７年、２０３０年） メディア報道
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環境基本計画の見直しに対する意見

１． 自然資本は、現在及び将来の国民一人ひとりのWell-beingの基盤

① 気候の安定なくして、”質の高い生活”はあり得ない。 （生存権を含む基本的人権に直結）

② 政府には、対策による便益だけでなく、対策を行わなかった場合の不利益・損失リスクについても、

わかりやすく国民や企業に伝えてほしい。

２．“地球の限界”が迫り、世界が一斉に競争に突入する中、企業競争力の観点でも危機的な状況

① 最良の科学的知見に整合するスピード・優先順位で対策を行わなければ間に合わない。

② 企業競争力にとって脱炭素は非常に重要。再エネで日本のエネルギー転換を加速してほしい。

３．必要なのは、システムチェンジを起こす政策

① 個人や企業の自主性に委ねるやり方では、脱炭素社会は実現できない。→段階的な義務化が必要。

② 炭素排出の制限や排出量に応じたコスト（カーボンプライシング）が当然の社会を早く実現してほしい。

※社会全体で広く浅く投資費用を負担する方法では、対策への適切なインセンティブは働かない。
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SUGIUR08
テキストボックス
（３）独立行政法人国際協力機構




環境分野におけるJICAの取組

～気候変動対策、森林・自然環境、環境管理分野～

2023年10月30日
JICA地球環境部

第6次環境基本計画
中央環境審議会総合政策部会との意見交換会
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ＪＩＣＡについて～JICA at a Glance～

２

2022年度 JICA実績

協力実施国9ヶ国
事業規模 446億円

協力実施国 22ヶ国
事業規模 8，964億円

協力実施国8ヶ国
事業規模 9,873億円

協力実施国 48ヶ国
事業規模 1,825億円

協力実施国 22ヶ国
事業規模 3,867億円

協力実施国30ヶ国
事業規模 1,785億円
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ＪＩＣＡ～途上国の課題への取り組み（4つのPと環境分野）～

３

・陸域における自然の豊かさを守る
・海域（沿岸域）における自然の豊かさを守る

自然環境保全

気候変動

環境管理：JICAクリーン・シティ・イニシアティブ

・パリ協定の実施促進
・コベネフット型気候変動対策

・廃棄物管理の改善と循環型社会の実現
・環境規制及び汚染対策の適正化を通じた健
全な環境質の実現

（JICAグローバル・アジェンダ）
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NO.16

独立行政法人国際協力機構（JICA）は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。

JICA グローバル・アジェンダ
開発途上国の課題に取り組む20の事業戦略

気候変動

途上国とともに、

気候変動の脅威に

立ち向かう
早急な取り組みが必要とされる気候変動に

対応するため、途上国の対策能力向上に協力し、

持続可能な社会を目指します。

経済・社会に甚大な負の影響を与える気候変動を食い止めるためには、

世界全体で温室効果ガスの排出量を大幅に削減しなくてはなりません。

開発と気候変動対策とを同時に進めるという難しい立場に置かれた途上国に協力し、

地球規模の課題の解決に貢献します。

Cover CG graphics: Osamu Fukuoka (alpharobe)

４
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5

JICA気候変動分野の支援戦略

途上国政府の気候変動対策策定能力の向上と各開発課題と気候変
動気候変動対策の推進を両立するコベネフィット型対策の推進能力
を向上させ、持続的かつ強靭な社会の構築と国連気候変動枠組条約
を始めとする国際開発目標の達成に貢献する。

①パリ協定の実施促進

開発途上国における気候変動対策の各種計画
及び報告書等の策定／更新及び実施に係る支援
国数の増加

例1: 途上国の気候変動政策・制度改善
例2: 気候変動対策にかかる研修、人材育成

②コベネフィット型気候変動対策
開発事業との相乗効果で気候変動にレジリエント

で持続可能な開発の実現。適応策と緩和策を柱と影響
リスクを抑制、自然環境や生物多様性等の配慮で、持
続可能な開発とのシナジーの最大化と潜在的なトレー
ドオフの最小化

例1:エネルギー、都市開発・インフラ投資（緩和策）
例２: 森林・自然生態系の保全管理強化
例３: 気候リスクの評価と対策の強化（適応策）

JICA協力方針

STRATEGY

５
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気候変動をめぐる枠組み・政策とJICAの貢献

• パリ協定 （緩和・適応策支援、気候
資金、能力開発、市場メカニズム等）

• 持続可能な開発目標（SDGs）

ゴール13

• 仙台防災枠組2015–2030

国際的な枠組み
• 気候変動資金支援：2025年まで年間1.3兆
円の支援継続。追加資金支援として最大100
億ドル/5年（2021年11月）。（全世界：
2025年まで1,000億ドル/年（達成度8割）

• パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略
改訂（2021年）気候変動対策の資金2050
年までのカーボンニュートラル・脱炭素

• 2030年までのGHG46％削減等

日本政府

・気候変動対策支援10,759億円（2022年）：（全世界の約1割）

・人材育成 3,764人（2022年度）
・計画策定 6カ国（2030年まで累計10カ国）
・気候変動案件：236件
・GHG排出削減量：308万tCO2換算（2022年）（目標値200万t ）
・裨益人口 3.8億人*（2030年まで累計）

*予定・目標値

JICAの貢献、目標

STRATEGY

6
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NO.17

7

JICA グローバル・アジェンダ
開発途上国の課題に取り組む20の事業戦略

自然環境保全

自然と人間の調和を図り

自然環境の減少・劣化を防ぐことで

多くの恵みを享受し続けられる社会を目指します。

地域の社会、そして持続可能な地球環境にとって重要となる自然環境の保全を行います。

このため、守るべき自然の価値や現状を科学的に把握し、

伝統的な知見も生かして、事業のモデル化や政策への反映に取り組みます。

また、様々なパートナーと協働して取り組みを推進します。

次世代へ

豊かな自然の恵みを

引き継ぐ

Cover Photo─タイ北部、山あいの風景。

photo : primeimages/Getty Images独立行政法人国際協力機構（JICA）は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
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APPROACHES

８

問題解決に向けた4つの取り組み

科学的情報基盤の整備
自然の価値や、現状を科学的に把握し、政策に適切に

反映。衛星画像やドローン等の技術も活用し、信頼性の

高い情報の収集や、違法伐採の監視・森林火災の早期検

知などの自然環境のモニタリングが行える体制を構築。

政策・計画
持続可能な社会の実現のためには、自然環境保全と経

済開発との両立を目指す。信頼性の高い科学的情報を用

いて、関連セクターと連携・協調し、自然環境保全を推

進する政策・計画策定の能力を向上。

地域の現状を踏まえた実証・モデル化
地域住民と協働し、自然資源管理の取組。同結果を政策

に反映しモデル化。伝統的な知見も生かし、アグロフォレ

ストリーやエコツーリズムなど、代替生計手段の創出を図

り、事業効果の向上と持続性の強化。

住民参加で航空写

真を見ながら森林

保護の計画を話し

合う様子（東ティ

モール）

JAXAと連携して、人工衛星画像を用いた熱帯林の森林

変化情報をウェブ上で提供し、違法伐採監視などに貢献

リソースの確保・スケールアップ
事業の継続、モデルの全国展開のために、緑の気候

基金（GCF）など国際的な資金確保や地域協力、他ドナ

ー・民間企業・NGOなどパートナーとの連携を推進。
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ベトナム：森林法改正、

持続的森林管理枠組み策定
や森林モニタリングシステ
ムの標準化等に協力。民間
企業との連携や準備中の
GCF成果払資金でスケール
アップ予定

アジア・大洋
州地域：森林
生態系保全自
然資源管理能
力強化
REDD+、
Eco-DRR

中米・カリブ地域：
生物多様性保全
/30by30：中米・カ

リブ8カ国にて、国境を
またぐ保護区等における
持続可能な生物多様性保
全、SICAとの協調

西バルカン地域：森林
火災対策/Eco-DRR：

リモートセンシングデータ
等を用いた森林火災危機管
理能力の向上と、Eco-DRR
により災害リスクの軽減

東南アジア・大洋州地域：
沿岸域生態系保全：埋め立て

や伐採によるマングローブ林の減
少・劣化、海への土砂流出・堆積
の影響を、科学情報基盤を整備し、
統合的な沿岸性系管理

インドネシア：国家レベル

での泥炭地火災予防強化を目
指し、火災対策のための制度
構築、コミュニティベースの
火災予防モデル/泥炭地管理モ
デルの開発、国家レベルの政
策支援

東チモール：緑の気候基

金（GCF）案件。自然資源管
理モデルの導入により2030年
までに440万トンの温室効果ガ
ス削減目標

南米地域：アマゾン
森林生態系の保全：

JAXA、AIST（産業技術総
合研究所）と連携し、人
工衛星画像、AIを用いて
森林減少を検知・予測し、
アマゾン熱帯林の保全

アフリカ地域：乾燥・半乾
燥地域のレジリエンス強化
：気候変動適応計画策定及び
Farmer Field School型普及と
UCCとも連携した森林コーヒー生
産を軸に気候変動レジエンス強化

アフリカ地域コンゴ盆地
等 : 森 林 生 態 系 の 保 全
:NFMSの運用支援と、クウィ
ル州のREDD＋パイロット活動
推進に取り組む。CAFI資金受
託により事業を実施

•2023年10月現在、36カ国で技術協力37件（広域案件含む）、円借款12件の事業を実施。世界の森林面積の27％（途
上国の森林面積の51％）を占める。国内では課題別研修を13コース実施。

•衛星画像（JJ-FAST等）やドローンなど、リモートセンシングデータやAIを活用した森林減少モニタリング・予測等、
DXの推進による科学的情報基盤の整備。

•「森から世界を変えるプラットフォーム」（森林総研と共同事務局。会員数約300人）により、産学官の連携を促進。

•外部資金（緑の気候基金（GCF）、中部アフリカ森林イニシアティブ（CAFI）等）の活用による事業のスケールアップ
。

実施中プロジェクト対象国（2023年10月1日時点）

実施予定プロジェクト対象国（同上）

JICAグローバル・アジェンダ 「自然環境保全」の概要Case

９
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NO.18

独立行政法人国際協力機構（JICA）は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。

1
0

JICA グローバル・アジェンダ
開発途上国の課題に取り組む20の事業戦略

環境管理
—JICA クリーン・シティ・イニシアティブ—

環境の汚染を防ぎ、

健康に暮らせる

きれいな街へ
廃棄物や、水・大気の汚染、

健康被害を引き起こす環境の問題に取り組み、

きれいな街をつくります。

多くの途上国で、環境対策なしに工業化・都市化が進み、

水・大気・土壌の汚染が深刻化し人々の健康が損なわれています。

廃棄物（ごみ）の管理や水・大気の汚染防止など、「きれいな街」の実現に協力し、

2030年までに50ヵ国、5億人の住民への裨益を目指します。

Cover Photo─スリランカ・カタラガマで行われる分別回収。

生ごみの中でも早くコンポストになる果物などを選り分ける。photo: Yusuke Abe

1０
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途上国における「人間の安全保障」と
「質の高い成長」への貢献

◆開発に伴う環境汚染等の脅威に対処し、
一般住民や社会的弱者の健康で安全な
生活環境を確保、環境と調和した持続
可能な発展を実現

◆ウィズ／ポストコロナの衛生的な都市
環境の維持・整備を通じ、総合的な感
染リスクを削減

地球環境問題解決とSDGsへの貢献

◆ G20大阪サミット（2019）で合意され
た「大阪ブルー･オーシャン･ビジョ
ン」（2050年までに海洋プラスチック
ごみによる新たな海洋汚染ゼロ）
→2040年までに達成すべくプラスチッ
クにかかる条約の検討（G7合意）

◆ 気候変動対策（適切な廃棄物処理によ
るメタン発生の抑制等）、生物多様性
（河川・海洋の環境保全等）にも貢献
→メタンプレッジ（COP26）、生物多
様性COP及びG7での合意

◆ 多くのSDGs（⑥水・衛生、⑪持続可
能な都市、⑬気候変動、⑭海洋資源
等）に関連→持続的かつ強靭（リジリ
アンス）な開発（IPCC、COP、G7）

To SDGs

2

2030年までに50ヵ国・5億人の住民に裨益する
「きれいな街」の実現！

JICA クリーン・シティ・イニシアティブ：JCCISTRATEGY

廃棄物や、水・大気の汚染、 健康被害を引き起こす環境の問題に取り組み、

きれいな街をつくります。

1１
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● 日本政府（関係省庁）

環境省（C2P2、都市間連携での事業推進・連携、環境インフラ、気候変動対策）、

国土交通省（下水道事業）、経済産業省（スマート化、リサイクル産業）等

● 国連機関・国際開発金融機関・他ドナー

UN-Habitat、UNEP、世界銀行、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、米州開発銀行、
BMGF等

⚫ 大学・研究機関

国内外の大学、IGES、国立環境研究所等

● 既存のプラットフォーム等（※はJICA主導）

・全世界：環境インフラ海外展開プラットフォーム、Waste Wise Cities Campaign、
Alliance to End Plastic Waste（AEPW)、C40等

・アジア：3R推進フォーラム、アジア水環境パｰトナｰシップ、アジア汚水管理パｰトナｰ
シップ

・大洋州：廃棄物管理改善支援プロジェクト（J-PRISM）※ 、南太平洋地域環境計画
（SPREP） 、太平洋気候変動センター（PCCC）

・アフリカ：アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）

他機関との連携:  JICA クリーン・シティ・イニシアティブSTRATEGY

戦略的なパートナー機関との連携を促進

12
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JICA事務所
廃棄物プロジェクト

13

JICA 技術協力プロジェクトの実施サイト（実施済及び実施中）
46ヶ国、100都市以上での経験と実績

Data JICA廃棄物管理プロジェクトの経験と実績＠全世界
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CASES

バングラデシュの首都ダッカで、ごみ収集率が2004年の
44％から2021年に85％へと大きく改善

1４

バングラデシュ国クリーン・ダッカ プロジェクト

バングラデュの首都ダッカ市では「クリー

ンダッカ・プロジェクト」と称し、段階的に

廃棄物の管理を改善しています。第1段階は、

市内の90地区のうち50地区以上で住民参加

型の廃棄物収集管理を導入、決まった時間に

決まった場所で収集されるようになり、ごみ

収集率が上昇しました。次に、収集した廃棄

物の最終処分場での水質汚染やメタンガス発

生を抑制できるように改善。さらに環境教育

によって住民の意識が変わり、ごみ削減への

理解も進んでいます。今後は、ごみの分別や

リサイクルに取り組み、循環型社会を目指し

ます。

ダッカでは、ごみ収集車が定時に定点を回り収集するようになり、ごみ収集率が上昇。
道路清掃やごみの積み込み作業を行う清掃員の教育にも力を注いでいる。

photo: © Yachiyo Engineering Co., Ltd.
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CASES

廃棄物収集率の大幅な改善
44% （2004年）から 85% 2021年）＠ダッカ、バングラデシュ

photo: © Yachiyo Engineering Co., Ltd. 15

Before After

バングラデシュ国クリーン・ダッカ プロジェクト
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Algeria

Angola

Botswana

Burkina 
Faso

Cameroon

Central African 
Republic

Chad

Comoros

B

DR Congo

Egypt

EG

Ethiopia

Gabon

The Gambia

Ghana

Guinea

Côte
d'Ivoire

Guinea-Bissau

Kenya

L

Libya

Mali

Mauritania

Namibia

Niger

Nigeria

R
São Tomé
and Príncipe

Senegal

Sierra Leone

South Africa

South Sudan

Sudan

E

Tanzania

Zambia

Zimbabwe

アフリカ地域（広域）
きれいな街のための中核人材育成
コース（長期研修）

モザンビーク：
マプト大都市圏統合的廃棄物管理能
力向上プロジェクト（技協）

エチオピア：
・「福岡方式」導入を通じた廃棄物
管理改善 （研修）
・アディスアベバ市廃棄物管理アド
バイザー（専門家）

ケニア：
・廃棄物管理改善アドバイ
ザー（専門家）

スーダン：
・スーダンのきれいな街のための廃棄物管理

機材改善計画（無償）
・スーダンのきれいな街プロジェクト（技協）

南スーダン：
・ジュバ市きれいな街プロジェクト（技協）
・ジュバ廃棄物管理改善計画（無償）

マダガスカル：
・アンタナナリボ廃棄物管理体制強化プロ
ジェクト（技協）
・アンタナナリボ市きれいな街のための廃棄
物管理機材改善計画（無償）

ザンビア：
ルサカ市きれいな街プ
ロジェクト（技協）

ナイジェリア：
医療廃棄物管理能力
向上（専門家）

実施中

採択済/準備中

南アフリカ：脱炭素社会に向けた炭酸
塩化を利用したカーボンリサイクルシ
ステムの開発（SATREPS)

エジプト：
南シナイ県プラスチック廃棄物管理バリュー
チェーン改善プロジェクト（技協）

コートジボワール：
大アビジャン圏における持続可能な廃棄
物管理の計画策定及び改善プロジェクト
（開調）

チュニジア：
・ガベス県高度下水処理施設整備計画（無償・準備調査）
・アフリカの都市のための廃棄物管理と都市衛生（第三国研修）

廃棄物分野の協力案件
（2023年9月時点）

CASES アフリカきれいな街プラットフォーム: ACCP

ACCP加盟国：
46 カ国, 168都市

きれいな街推進隊：
アフリカ25名、9ヶ国派遣中

16
ACCPウェブサイト
https://africancleancities.org/
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Opinions 第六次環境基本計画に向けた基本事項及び中間取りまとめに対する意見

● 基本的事項にかかる国際的な取組について基本的な考え方

気候変動対策は、地球全体での取組を促進する必要がある。しかし、途上国側の気候変動交渉における意

識は、先進国からの補償を念頭においたロス＆ダメージの意識が強く、共に戦う姿勢を示すことが重要。

JICAに対しては、再生可能エネルギーや廃棄物管理などの緩和策及び適応策（森林、水、防災等）におけ
る協力への信頼と期待が高いとの印象。このアセットを日本政府の政策にも活用して頂きたい。

なお、JICAでは、コベネフィット型気候変動対策として、途上国の開発に寄与すると共に気候変動対策を
促進することを事業戦略として掲げている。

●基本的事項にかかる国際的な取組（具体取組の方向性）～国際社会におけるリーダーシップ、
中間取りまとめの環境を軸とした国益と人類の福祉に貢献する戦略的な外交・国際協調の推進

日本政府主導による国際的なルールの形成に期待。特に、大阪ブルーオーシャンビジョン等プラスチック

汚染におけるリーダーシップを、JICAの現場レベルの技術協力も活用して頂き、途上国での循環型社会の形
成を促進し、同ルールの展開と共に、途上国での廃棄物管理事業が促進されることを期待。また、泥炭地保
全、マングローブ保全に関しても、気候変動対策における重要度に鑑み、当機構としても取り組んでいると
ころ、日本政府による主導的な役割発揮にも貢献したい。

●基本的事項におけるパートナーシップの拡充・強化、中間取りまとめの環境を軸とした国益
と人類の福祉に貢献する戦略的な外交・国際協調の推進

海外インフラの展開において「ともに知恵を出し合う共進化型の国際連携」に同調。途上国のニーズ、状

況に沿ったインフラの展開を期待。また、先般のG7サミットでも打ち出したクリーン・シティ・パート
ナーシップ・プログラム：C2P2の積極的な展開と共にJICAクリーン・シティ・イニシアティブ、との協調
に期待。また「生物多様性のための30by30アライアンス」の海外展開があれば、JICAとしても貢献したい。
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ご清聴ありがとうございました。

第6次環境基本計画
中央環境審議会総合政策部会との意見交換会

JICA地球環境部
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SUGIUR08
テキストボックス
（４）栃木県庁




カーボンニュートラルの実現に向けた

栃木県の取組

R5.8月開業
芳賀・宇都宮 LRT「宇都宮ライトレール」

R5.9月開業
県営の管理型産業廃棄物最終処分場「エコグリーンとちぎ」

令和5年10月30日 中央環境審議会総合政策部会
第6次環境基本計画策定にかかる意見交換会 発表資料

とちぎカーボンニュートラル実現リーダー
ニュートラくん
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とちぎの
気候変動予測

〔R4.3月〕

気候変動適応法に基づき公表された国の「気候変動影響評価報告書」

国立環境研究所等の気候変動予測データや科学的知見 etc
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栃木県
環境基本計画

〔R3～R7〕
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ロードマップ

〔R4.3月〕

2030年度のCO2削減目標 ＝ 2013年度比▲50％

分野別の目標や取組等を示した行程表
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ロードマップ

＜産業分野＞
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ロードマップ（策定の効果）

CN？
冷ややか

CN実現の
イメージ共有

困難だが

やるしかない

庁内、県内の産業界・経済界の反応
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４つの

アクションプラン

〔R5.3月策定〕

ロードマップの取組を牽引する、2030年度までの実行計画
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４つのアクションプラン

（１） とちぎグリーン成長産業創出

目 標 CNを契機とした県内産業の成長

取 組 技術開発や新産業創出等への支援

（２） とちぎ再生可能エネルギーMAX
目 標 2030年度までに420万kW、2050年度までに電力需要をすべて再エネで

取 組 住宅・事業場等における太陽光発電設備導入への支援
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４つのアクションプラン

（３） とちぎ脱炭素先行地域創出

目 標 ①2025年度までに４か所選定 ②2030年度までに全市町が取組着手

取 組 先行事例をベースにした手引き、取組段階に応じた支援

（４） とちぎ県庁ゼロカーボン

目 標 2030年度までに県庁のCO2排出量▲80％

取 組 庁舎のLED化、太陽光発電設備導入、公用車の電動車化等

宇都宮市、那須塩原市、日光市 8- 53 -



カーボンニュートラル

推進体制

産学官金等の代表者で構成

県施策や各界の取組状況等について情報共有、

意見交換

とちぎカーボンニュートラル実現会議とちぎカーボンニュートラル実現会議【R3～】

ロードマップ評価検証委員会ロードマップ評価検証委員会【R4～】

有識者やインフラ事業者で構成

前年度の取組状況や成果等についてチェック

＆県への提言

9- 54 -



第6次環境基本計画

に期待すること

気候変動対策（勝負の10年）、人口減少・高齢化による深刻な
人材不足（2040年問題）など喫緊の課題に直面

→ 「政府・市場・国民の共進化」に向け強いメッセージを

生産性の高い産業は都市部に集中し、地方の所得・人口は流出傾
向
本県では、EVシフトによるエンジン部品大手工場の撤退などが
大きな問題

→ 「環境・経済・社会の統合的向上」の具体的政策の方向性を
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参考資料
• 令和２年度～４年度の取組（まとめ）

• 令和５年度 カーボンニュートラル関連予算
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カーボンニュートラル実現に向けた 栃木県 の取組について

『2050年までにカーボンニュートラル実現を目指すこと』を宣言（12月議会）

「栃木県カーボンニュトラル実現条例」の制定 ～基本理念・各主体の責務等を明文化～

ロードマップ関連の４つのアクションプランの策定 ～2030年度までの目標とその方策を具現化～

「栃木県環境基本計画」「栃木県気候変動対策推進計画」の改訂 ～ロードマップの内容を反映し、削減目標等を引き上げ～

ロードマップの推進体制の強化 ～取組の進捗やその効果を評価し、実務者等による施策の改善を行う体制の構築～

① とちぎグリーン成長産業創出 AP

④ とちぎ県庁ゼロカーボン AP

目標：2030年までに県庁の温室効果ガス▲80％削減（2013年度比）

取組：庁舎のLED化、太陽光の導入、公用車の電動車化 等

目標：ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙを契機とする県内産業の成長

取組：技術開発、新産業の創出・育成の支援 等

基本理念：2050年までのカーボンニュートラルの実現を目指し、県・事業者・県民が密接に連携
県・事業者・県民など、各主体の責務や役割、具体的な取組内容等を明記

「とちぎカーボンニュートラル実現会議」の設置 ～産学官金など各界の代表者からなるオールとちぎ体制の構築～

「2050年とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロードマップ」の策定

② とちぎ再生可能エネルギーMAX AP

目標：将来の電力需要量をすべて再エネでまかなうことを目指し、
2030年までに420万kWの導入

取組：住宅などへの太陽光発電設備の導入支援 等

③ とちぎ脱炭素先行地域創出 AP

目標：2025年までに脱炭素先行地域 ４箇所
2030年までに25市町で地域脱炭素の取組に着手

取組：市町の脱炭素化の取組段階に応じた支援

␚
ڮ
ڬ
ڮ
ڮ
␟
੦
ຊ
त
ऎ
ॉ
ই
␿
␗
६
␠

2023～ 取組実行フェーズへ

ロードマップ評価・検証委員会の新設
分野毎に課題の深掘り等を行うワーキンググループの新設

2050年カーボンニュートラル実現に向けた分野別の取組等を示した具体的な行程表
2030年における削減目標は▲50％（2013年度比）
各分野の取組を牽引する４つ重点プロジェクトを設定

R2

R3

R4

県全体 産業 交通 業務 家庭 非ｴﾈﾙｷﾞｰ

▲50％ ▲42％ ▲46％ ▲68％ ▲72％ ▲23％

2030年度のCO2削減目標（2013年度比）
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令和5(2023)年度 カーボンニュートラル実現に向けた関連予算

産
業

交
通

業
務

家
庭

事業者用太陽光発電設備等導入支援事業費
・太陽光発電設備・蓄電池を導入する事業所への支援
中小企業脱炭素普及啓発強化事業費
省CO2設備導入補助事業費
産業活性化金融対策費（カーボンニュートラル推進融資）

・融資枠30億円
ゼロカーボン施設園芸産地創出支援事業費
・脱化石燃料機器等の実証支援

ढ़
␗
঎
থ
ॽ
⑃
␗
ॺ
ছ
ঝ
भ
ৰ
ਠ

2030 2050

非
エ
ネ

カーボンニュートラル実現に向けた産業成長推進事業費
・「経済と環境の好循環」の創出に要する経費
国の重点14分野に掲げられた産業分野における革新的な技術開発
等に関する助成、再生可能エネルギーを活用する産業団地整備
手法の具体化に向けた調査、製造工程脱炭素化モデルの創出 等

産業活性化金融対策費（CN推進融資） （再掲）

再生可能エネルギー導入サポート事業費
・事業化に向けた地域団体等へのアドバイザー派遣
地域脱炭素化に向けたプラットフォーム運営事業費
事業者用太陽光発電設備等導入支援事業費（再掲）

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業費（再掲）

脱炭素先行地域づくり支援事業費
・地域の脱炭素化の取組に向けた市町への支援

太陽光発電設備等設置費等
・PPAモデルによる県有施設への太陽光発電設備の導入等
県有施設省エネ加速化事業費、本庁舎設備等改修事業費（一部）
・本庁舎の照明LED化改修等
県庁舎等長寿命化推進事業費（一部）
・空調設備の電化、高効率化改修
県有自動車更新費
・電気自動車（５台）の購入

とちぎ再生可能エネルギーMAXプロジェクト

とちぎ脱炭素先行地域創出プロジェクト

とちぎ県庁ゼロカーボンプロジェクト

EV充電インフラ整備促進事業費
・空白地域等へのEV急速充電器の整備支援
公共交通バスEV化促進事業費
地域電源供給拠点整備促進事業費
FCV導入支援事業費
環境配慮型観光MaaS活用交通モデル構築事業費

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業費
・住宅用太陽光発電設備・蓄電池を導入する個人への支援
ZEH導入支援事業費
・新築住宅の断熱化に係る費用の支援
地域工務店向けZEH促進事業費
・ZEHに関する講習等の実施や専門家の派遣
「COOL CHOICE とちぎ」県民運動推進事業費

プラスチックごみ削減対策事業費
とちぎグリーン農業推進事業費
持続的畜産経営推進事業費
・自給飼料生産や堆肥有効活用に向けた耕畜連携等の支援

2023年度の取組

ล
ઽ
౺

森林整備事業費 1,229,519＋267,703(R4.12補)
少花粉スギコンテナ苗生産力強化事業費
とちぎの元気な森づくり県民税事業費
1,046,301＋26,633(R4.2補)
森林環境譲与税事業費（一部）
・森林情報の共有化及び建築物の木造・木質化等
とちぎ材の家づくり支援事業費

各分野における主な取組

ి
࿤
ৄ
ઉ
ख
ऩ
ऋ
ै
ਅ
റ
৓
प
ன
৫

106,500

1,625
32,000

10,000

25,125

2,652

151

30,000

1,072,934

50,559

145,577

10,390

125,113

2,057

【単位：千円】

1,497,222

総額 8,418,927千円

20,000

50,000

108,000

とちぎグリーン成長産業創出プロジェクト

カーボンニュートラル実現シンポジウム（仮称）開催費
優良取組顕彰事業費
大学等と連携したカーボンニュートラル実現推進事業費
・大学コンソーシアムが行う教育プログラムへの支援
栃木県誕生150年記念樹木パートナー事業費

1,909
1,300
1,000

106,500
108,000

167,300

406,398

23,072

249発
生
源

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標

▲

％
50

5,000

2,000

939,400

939,400

137,254 843,090

4,500

38,091
21,926

重点プロジェクト・オールとちぎでの推進

各分野の取組を重点プロジェクトにより牽引・加速化

理解促進・機運醸成によるオールとちぎでの推進

16,394

※金額はR4.12月補正、R4.2月補正、R5当初予算の合計
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SUGIUR08
テキストボックス
（５）公益社団法人全国都市清掃会議




令和５年10月30日
全国都市清掃会議

持続可能な社会の構築に向けた
自治体における廃棄物処理の現状と課題

１
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1. 全国都市清掃会議の概要

2. 廃棄物をめぐる市区町村の役割と現状

3. 廃棄物処理・資源循環における市区町村の課題
と対応の方向性

4. 市区町村における新たな取組の例

2
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1. 全国都市清掃会議の概要

全国の自治体（市区町村：正会員）と企業（賛助会員）等が、市区町
村の廃棄物行政が抱える課題解決のために組織する公益社団法人

加入状況
・自 治 体：863団体（参加自治体の人口：約1億4百万人 全人口の83%）
・賛助会員：59社

会 長： 横浜市資源循環局長
副 会 長： 大阪市環境局長、川崎市環境局長、岡山市環境局長
名誉会長： 横浜市長
名誉副会長：川崎市長・岡山市長

組織：全国７地区協議会、賛助会員協議会

3
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沿革
昭和22年(1947) 都市清掃協会として発足 ≪その後会員を増加して全国に展開≫
昭和51年(1976) 社団法人全国都市清掃会議として改組
平成24年(2012) 公益社団法人として内閣府より認可

事業内容
１．調査研究事業

廃棄物処理事業に関する提言・要望、調査研究、図書の出版
２．普及啓発事業

研修会等事業、広報啓発活動、国際交流
３．技術指導相談事業

ごみ処理施設などの建設、維持管理に係る技術的な相談、助言、指導、新技
術の検証確認

４．適正処理困難廃棄物対策事業
協議会等の開催及び使用済み乾電池等広域回収・処理事業の実施

５．廃棄物処理プラント保険事業
６．その他

災害廃棄物広域処理等支援など
D.Waste-Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）の一員として、各地の豪
雨災害の支援（災害廃棄物の収集運搬 近年の支援 静岡市、秋田市）

4
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2.廃棄物をめぐる市区町村の役割と現状

１）廃棄物処理施設の老朽化
・ダイオキシン対策を講じたごみ焼却施設の更新・建替え時期の到来
２）SDGsの達成と脱炭素社会の実現
・プラスチック新法に対応した新たなプラスチックリサイクル体制の構築
・循環経済、動脈産業と静脈産業の連携によるリサイクルの推進への対応
３）厳しい地方行財政
・義務的経費（社会福祉費、教育費）の増加、税収の減少などによる廃棄物処理事業への費用削減要請
４）少子高齢化社会における廃棄物処理
・人口減少地区における収集効率の悪化
・高齢者によるごみ出し困難事例の増加
５）激甚化する災害への対応
・災害発生時における廃棄物処理のBCP
・激甚化する災害により大量に発生する災害廃棄物の処理 5

安全で安定した廃棄物処理の実施
・生活環境の保全と公衆衛生の向上のため、廃棄物の適正処理は、自治体の重要な責務
（廃棄物処理は一日たりとも止められない、国民には無くてはならないエッセンシャルワーク）

役割

現状
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3.廃棄物処理・資源循環における市区町村の課題と対応の方向性

（１）安定した廃棄物処理を進めるためのインフラの確保
・老朽化した施設の更新、施設の長寿命化等（引き続き国の財政支援が必要）
・廃棄物処理の広域化、施設の集約化の更なる推進
・廃棄物処理施設が持つ多面的価値（地域のエネルギーセンターや防災拠点など）の活用

6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H13 H18 H23 H28 R3
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（２）廃棄物処理・資源循環における脱炭素化
・プラスチックのリサイクル拡大
・廃棄物発電に加え、廃棄物焼却から発生する熱の有効利用
・CCUSなどの新たな技術革新
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
年 度

総発電電力量（GWh/年）
発電効率（％）

発電効率
（％）

総発電電力量
（GWh/年）

廃棄物発電の総発電電力量・発電効率の推移プラスチック資源循環法に基づく製品プラスチックの分別収集

再商品化製品収集・運搬・処分
を行うもの

認定日市町村名

ペレット等J&T環境株式会社
（仙台市内）

R4.9.30宮城県仙台市

ペレット等株式会社富山環境整備
（富山県富山市）

R4.12.19愛知県安城市

ペレット株式会社TBM
（横須賀市内）

R4.12.19神奈川県横須賀市

再商品化計画（プラ新法33条）の認定実績

容リ協委託（プラ新法32条）とあわせて37市町村等においてプラス
チック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化の取組が行われている

※ 一般廃棄物処理事業実態調査から作成
7
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（３）災害時の廃棄物対策
・平時からの災害想定の検討・訓練
・災害廃棄物処理に関する地域間連携の確立

8
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市区町村(1741)

災害廃棄物処理計画の策定率

※ 出典：環境省

D.WasteーNetの一員として
災害廃棄物処理に関する支援
（令和5年7月豪雨 秋田市）
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4.市区町村における新たな取組の例
プラスチック資源循環法に基づく、プラスチック一括回収・リサイクルに係る大臣認定（仙台市）

出典）仙台市HP

令和5年4月1日 開始

●民間事業者の施設でプラ
スチック原料にリサイクル

●同施設にてリサイクルした
材料から物流パレットを製造

民間リサイクル事業者＜J&T環境＞と連携して再商品化計画を策定（全国第1号）

9
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4.市区町村における新たな取組の例
廃棄物処理におけるエネルギー活用の実証試験（横浜市）

出典）横浜市
10
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産業廃棄物分野における現状と取組等

2023年10月30日

公益社団法人 全国産業資源循環連合会
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１．産業廃棄物処理業の概要

• 主な事業

– 産業廃棄物処理業であり、以下のように分類される

• 中間処理：破砕、焼却、堆肥化等。RPF製造や、焼却に伴う発電・熱利用
• 最終処分：埋め立て処分
• 収集運搬：排出事業所から中間処理場や最終処分場への廃棄物を運搬

• 業界の規模

– 団体加盟企業数：全国47協会（会員企業数：14,961社）

– 団体企業売上規模：約8,600億円

• 業界の現状

– 処理企業の約90％が中小企業（従業員数100人以下）

– 排出事業者との委託契約に基づくため、主体的に産業廃棄物排出量及び処理量を削
減すること（ＧＨＧ排出量を削減すること）は困難

– 人手不足やドライバー問題など他業界と共通の問題にも直面
2

全産連
カバー率

会員企業数
業界の規模
（企業数）

業種

59.6%6,12710,279中間処理業

81.7%624763最終処分業

11.1%13,258119,085収集運搬業

- 73 -



２．産業廃棄物の排出量

3

・環境省統計によれば、産業廃棄物の排出量は漸減している。

・種類としては、汚泥がもっとも多く約４割、ついで動物の糞尿が約２割、がれき類が
１６％となっている。（この傾向は、ほとんど変化がない）
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３．産業廃棄物の最終処分量等の推移

4

・環境省統計によれば最終処分量は漸減してきたが、このところ横ばいとなってい
る。
・再生利用量は、このところ横ばいかやや減少。

- 75 -



４．不法投棄量、件数の推移

5
・不法投棄は激減したが、最近は横ばい。（犯罪そのものの撲滅はきわめて困難）
・原因者は、排出事業者、無許可業者となってきている。（種類はがれき類、汚泥等）
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５．情報関係

• 電子マニフェストの普及率は、令和４年度で７
７％となっている。

• 近年では、SCOPE3への対応が求められるように
なってきており、情報発信力が会員会社に必要。

• 電子契約（約６割の普及）や配車管理などDX化に
よる恩恵が大きいと思われるが、業界へのDX導入
は遅れている。

• 近年、リチウムイオンバッテリーによる火災が問
題となっているが、選別過程へのAI検知導入が有
効な手段となるのではないか。

6
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６．全産連「低炭素社会実行計画」概要

• 計画の管理対象は、全産連会員企業における産業廃棄物
の焼却、最終処分、収集運搬に伴う温室効果ガス排出量

• 削減目標として、
– 2020年度目標：平成27年5月策定

2010年度と同程度（±0％）に抑制

2018年度から2022年度の排出平均で評価

– 2030年度目標：平成29年3月改訂
2010年度比で10％削減

• 計画の進捗状況は、会員企業を対象に毎年実施する実態
調査などにより定期的に点検・評価

7
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• 2021年度の実績値（業種別）

– 温室効果ガス排出量（単位：万トン-CO2）：466（2010年度比7％増、2020年度比3％減）

– 2010年度から2018年度までは増加傾向であったが、2019年度以降は微減

– 中間処理業での発電及び熱利用による削減量は増加傾向

６－１．2021年度の取組実績（１）
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• 2021年度の実績値（中間処理の焼却に伴うもの）
– 廃プラ類の焼却による排出量は、2010年度から2018年度までは増加傾向であったが、2019年度以降は微減

– 会員企業の努力による対策の効果とあわせ、新型コロナウィルス感染症に起因する経済活動への影響も思料

６－２．2021年度の取組実績（２）
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※ 環境省産廃統計の廃プラの排出量は、2012年度以降増加だが、一方、減量化量は横ばい
※ 環境省産廃統計と全産連実態調査では把握対象に違いがあることに留意が必要
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10

7．今後の業界の方向性

– プラスチックの国外輸出の減少により、国内で資源循環させることが、炭素循環、脱焼却などの観
点から重要。動静脈連携や地域内での循環を積極的に進めることが必要。

– 資源循環業界としても、積極的な設備導入、改造などが必要。一方、業界全体として脆弱な体質

– SCOPE3対応など情報発信が当たり前のように求められるようになる時代となってきているが、算定
方法も含めて手探りな面があるだけでなく、DX化もそれほど進んでいない。

– 一方、コロナ下で感染性廃棄物の適正処理を遂行するなど社会のエセンシャルワーカーの役割を果
たすことも期待されている。どうしても焼却処理をしなければならない物への対応については、CCS、
CCUSの実用化研究やストレイジ確保への公共関与が期待される。また、最終処分量がゼロにならな
い現実に対しては、処分場確保という重要度・困難度の高い事業に今後も取り組んでいかなければ
ならない。

– また、近年大規模災害が頻発するようになってきており、災害廃棄物は一般廃棄物であるが、災害
時においては、産業廃棄物処理業者が、公共団体からの災害廃棄物の受け入れや分別・処理を実施
するようになってきている。今後もその傾向は続くものと思われる。

– 今後も廃棄物の適正処理を基本的役目として果たしながら、脱炭素、資源循環型社会の構築に取り
組んでいくことが当業界の方向性となる。
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2023.10.30 意見交換会

(公社) 日本水環境学会
会長 池 道彦(大阪大学 教授、COデザインセンター長)

【学会沿革】
1971年 日本水質汚濁研究会設立
1981年 社団法人化
1986年 環境庁水質保全局より

水質保全功労賞 受賞
1991年 社団法人日本水環境学会

に改称
2012年 公益社団法人化

【活動目的】
水環境に関連する分野の学術的
調査や研究、知識の普及、健全
な水環境の保全と創造への寄与、
学術・文化の発展への貢献

【活動内容】
・学術雑誌の発刊(和文/英文)
・年会、シンポジウム開催
・各種表彰活動
・国際会議開催
・市民セミナー開催 など

【会員】2,109会員(2023.3)

1

大学等
教育機関

民間企業

行政機関

試験研究機関

諸団体 その他
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本学会の活動例

1. CIOVID-19タスクフォース
2020.5：タスクフォース設立
2020.12：「下水中の新型コロナウイルス遺伝子検
出マニュアル（暫定版）」を公表

2022.2：「Manual for Detection of SARS-CoV-2 RNA 
in Wastewater」を公表

2023.6：下水中の新型コロナウイルス遺伝子検出
マニュアル新技術マニュアルを公表

・・・この間、関連セミナー、動画公開も実施・・・

2. 水環境健全性指標の開発
2009.8：水辺のすこやかさ指標（みずしるべ）「み
んなで川へ行ってみよう！」を公表(環境省HP)

2012.3：「川の生きものを調べよう」を公表
2016.10：｢水辺のすこやかさ指標”みずしるべ”｣

(技報堂出版)

｢水質｣という｢点｣情報から、時間的要因を加味した｢生物指標｣という｢線｣情報、人間活動と水
環境とのバランスを総合的に評価する｢水辺の健やかさ指標｣という｢面｣情報を得る指標へ- 84 -



日本水環境学会将来ビジョン 「未来社会における人間の営みと水環境との調和」

水環境は、全球的な物質循環を担う重要な媒体によって構成された、人間活動と生態系の根本を支える存在である。持続可能な未来社会
に備わるべき要素としての健全な水環境とはどのようなものか。河川、湖沼、沿岸、湿地、海域等、様々な形態があるだけでなく、同じ河川で
も地域によっては水質の改善（汚染や汚濁の改善）が重視され、また別の地域では洪水調整機能や親水性、自然浄化・炭素吸収機能が追求
されるなど、自然環境の保全・修復と新たな水環境の創出とのバランスのなかで、求められるものは地域によって様々である。未来社会に向
けて、人間活動が水環境に及ぼす影響の評価とその低減を通じ、地域ごとにあるべき姿の水環境を保全・再生し、かつ創出していく必要があ
る。そのためには、地域ごとの気候や災害、そして居住者による「どんな世界に住みたいか」という欲求や、「どんな世界であるべきか」という
希求に基づいた人間の営みと水環境との調和を追求しなければならない。この調和の実現には、様々な地域の水環境において、多様な物質
がどのような姿で流動・蓄積し、かつ変換され、人間の健康や生態系の健全性に如何に影響を与えているのかを学術的に整理し理解するこ
とが重要である。

日本水環境学会は、「未来社会における人間の営みと水環境との調和」を将来ビジョンとして設定し、以下に示す６つのアクションプランに取
り組むことを通じて、その実現を目指す。

アクションプラン１．陸上から供給される物質と水環境における物質変換過程の理解の深化

化学物質濃度・微生物濃度を含む水質データや生物相データの蓄積・共有や水環境モデリングを推進し、物理的、化学的、地学的、そして
生物学的過程が複雑に絡み合っている水環境における物質流動・物質変換現象に関する理解を深化させる。

アクションプラン２．未来社会の水需要に応える革新的水質制御技術の開発と持続可能なシステムの構築

持続可能な未来社会において要求される水質変換性能と運転性能を備える革新的水質制御技術を開発すると同時に、物質・エネルギーフ
ローが最適化された持続可能なシステムを構築する。

アクションプラン３．世界の水問題解決への貢献

安全かつ持続可能な水の再生利用など、水に関わるグローバルな問題の解決へ向け、国際学会や国際機関を通じて国際的イニシアチブを
発揮する。

アクションプラン４．将来の水環境を支える次世代の教育への取り組み

新たなアイデアを生み出して将来の水環境を支える人材育成に寄与するために、教育に関わる最先端技術並びに学術的知見を積極的に
活用した教育教材等の開発に取り組む。

アクションプラン５．社会的関心や緊急性の高い水環境問題の調査研究と情報発信

化学物質・病原体による水環境汚染、疾病に関わる下水疫学調査、半閉鎖性水域の栄養塩管理、プラスチックによる海洋汚染、放射性物
質、さらには人類総体の課題である気候変動など、社会的な関心が高い、または緊急性の高い水環境問題について、学会内外の研究者同
士が有機的に連携して調査研究を推し進め、得られた科学的知見を速やかに、かつ分かりやすい形で情報発信する。

アクションプラン６．異分野および多様な主体との連携・協働による超学際的取り組みの推進

上記全てのアクションプランにおいて、これまで異分野とされた分野と積極的に交流するのと併せて、一般市民や非営利組織、企業、自治
体、政府等、社会を構成する多様な主体と連携、協働することで、人の営みと水環境との調和を実現するための超学際分野を能動的に生み
出す。 - 85 -



「第6次環境基本計画に向けた中間とりまとめ」
に対する意見の概要

「第6次環境基本計画に向けた中間とりまとめ」
に対する意見の概要

① 方向性への賛同
• ｢地域循環共生圏｣の創造に向けた地域資源の持続的活用

• 環境施策の実施における政府、市場、国民の共進化による
パートナーシップの充実・強化

② 記載事項への修正意見
• 人為的資源循環と自然の物質循環の概念が明確に区別しきれ

ていないのでは？（スライド6・7）

• 産官学民の全セクターが保有する環境データをより有効に活
用する施策の展開を期待する。（スライド8）

• 今後も環境の健全性に評価指標を確立する努力を行い、最終
的には環境施策展開の達成度評価が行えるようになることを
期待する。（スライド9） 4

- 86 -



①方向性への賛同①方向性への賛同

• ｢地域循環共生圏｣の創造のため、地域資源の持続的活用に
向けた施策を行う方針に強く賛同する。当学会は、地域ご
とにあるべき姿の水環境を保全・再生し、かつ創出してい
く必要があると考えており、｢地域循環共生圏｣の創造に向
けた地域ごとの環境の維持、回復、充実に貢献できると考
えている。

• 環境施策を実施する上で、政府、市場、国民の共進化によ
るパートナーシップの充実・強化は重要であり、当学会と
しても、産官学民と連携した活動や環境人材の育成を進め
る。また、環境情報の共有を図りつつ、異分野および多様
な主体との連携・協働による超学際的取り組みも展開して
いきたい。

5
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②記載事項への修正意見
第1部 第2章 1 目指すべき持続可能な社会の姿
②記載事項への修正意見
第1部 第2章 1 目指すべき持続可能な社会の姿

【指摘箇所】
第1番目の○ (P26)

【指摘内容】
• 本項目では、｢循環｣を基調とした経済社会システムの実現が不可欠と
明言され(L6)、次に地下資源の依存度を下げ、新たな投入を最小化す
る｢資源循環｣が述べられている(L7-9)。一方、 L12では森･里･川･海
の連関の回復を例とした｢循環｣が述べられ、L6の｢循環｣の定義が不明
瞭に感じる。

• L6の｢循環｣は人間活動や自然のプロセスを包括的に捉えた循環と考え
られ、L12の｢循環｣は｢物質循環｣など、別の表現を用いてはどうか。

• “今後の水･大気環境行政の在り方について(意見具申)(中央環境審議
会 大気･騒音振動部会、水環境･土壌農薬部会、R5/6/30)”では、反
応性窒素及びリンについて、マテリアルフローを一体的に管理する体
制の構築と対策の必要性が指摘されており、当学会としても水環境で
の健全な｢物質循環｣の実現に貢献する必要があると考えている。 6
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②記載事項への修正意見
第2部 第2章 重点戦略ごとの環境政策の展開
②記載事項への修正意見
第2部 第2章 重点戦略ごとの環境政策の展開

【指摘箇所】
(3)環境･経済･社会の統合的向上の実践･実装の場として

の地域づくり(P42)

【指摘内容】
• 地域の資源循環はあくまでも当該地域の環境資源の健
全な循環の範囲内で利用されるべきものであるとの観
点から、｢健全な自然の物質循環により供給される再生
可能エネルギー、食料などの地域資源を最大限活用･･｣
(P42, L22)のように、水、土、空気といった環境資源
の健全性が保たれてこそ、地域の再生資源の供給が可
能であることを強調してはどうか。

7
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②記載事項への修正意見
第1部 第2章 3 今後の環境政策の展開の基本的考え方
②記載事項への修正意見
第1部 第2章 3 今後の環境政策の展開の基本的考え方

【指摘箇所】
(3)パートナーシップの充実・強化：政府、市場、国民の共進

化(P33)

【指摘内容】
• ｢各主体が所有している情報に対し、投資、消費活動を始め
としたニーズに応じたアクセスが可能であること、その情
報に基づき現状や課題に関する認識を共有しつつ、｢ありた
い未来｣であるビジョン、またそれに向けた取組の進展を評
価し、共有することが必要となる。｣と記述されている
(L11-14)。一方、各省や民間、NPOなどが所持する重要な環
境データの共有がなされておらず、連続性にも課題がある。
今後は共有しやすい環境情報の整備に向けて、多様な主体
の持つ環境データの相互利用を促進する仕組みづくりが必
要であることにも言及すべきと考える。 8
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②記載事項への修正意見
第2部 第2章 重点戦略ごとの環境政策の展開
②記載事項への修正意見
第2部 第2章 重点戦略ごとの環境政策の展開

【指摘箇所】
(4) ｢Well-being/高い生活の質｣を実感できる安全･安心、かつ、健康で心豊か

な暮らしの実現(P44)

【指摘内容】
• 自然資本を維持･回復･充実させ、良好な環境を創出するにあたり(L7-12)、そ
の達成度の評価が必要となる。本中間取りまとめの他の箇所でも自然資本の維
持･回復･充実に言及されているが、その評価方法は提示されていない。

• 例えば水辺は、｢水質｣という｢点｣情報から、時間的要因を加味した｢生物指標｣
という｢線｣情報、人間活動と水環境とのバランスは｢水辺の健やかさ指標｣とい
う｢面｣情報により総合的に評価できるようになりつつある。しかしながら、健
やかさの指標は開発途上にあり、自然資本のさらなる評価指標の開発の必要性
があるのではと考える。

• 自然資本の充実について｢良好な環境の創出の水準まで高めて(P44、L9)｣とあ
るが、その水準の説明も必要ではないか。例えば“今後の水・大気環境行政の
在り方について(意見具申)(R5/6/30)”では、｢良好な環境｣の目標は、地域本
来の自然環境、現在及び過去の人為の関与、育まれてきた歴史や文化、科学的
な知見、地域活性化の観点等も踏まえて設定されるべき、と指摘されている。
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ご清聴ありがとうございました

公益社団法人 日本水環境学会

〒135-0006 東京都江東区常盤2-9-7 グリーンプラザ深川常盤201

Tel. (03) 3632-5351 Fax. (03) 3632-5352

事務局長 佐々木 sasaki@jswe.or.jp
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適切な森林の整備・保全と持続可能な木材利用
の推進に向けて

一般社団法人日本林業協会
会長 島田 泰助
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１．森林の有する多面的機能

■ 森林の有する多面的機能 ■ 国民が期待する森林の働き

資料：総理府「森林・林業に関する世論調査」（昭和55年）、「みどりと木に関する
世論調査」（昭和61年）、「森林とみどりに関する世論調査」（平成5年）、「森
林と生活に関する世論調査」（平成11年）、内閣府「森林と生活に関する世
論調査」（平成15年、平成19年、平成23年、令和元年）

注１：回答は、選択肢の中から３つまでを選ぶ複数回答。
注２：選択肢は、特にない、わからない、その他を除いて記載。

温暖化防止

災害防止

大気浄化・
騒音緩和

保健休養

木材生産

野生動植物
生息の場

野外教育

特用林産物
生産

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

S55
(1980)

61
(86)

H元

（89）
5
(93)

8
(96)

11
(99)

15
(2003)

19
(07)

23
(11)

R元

(19)

水源の涵養
かん

順位

森林の多面的機能は、一部の貨幣評価できるものだけでも年間70兆円。

資料：日本学術会議答申 「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的機能の評価について」及び同関連付属資料（平成
13年11月）

注：【 】内の金額は、森林の多面的機能のうち、物理的な機能を中心に貨幣評価が可能な一部の機能について評価（年間）したもの。
いずれの評価方法も、一定の仮定の範囲においての数字であり、その適用に当たっては注意が必要。

水源涵養
・洪水緩和 【6.5兆円】
・水資源貯留 【8.7兆円】
・水質浄化 【14.6兆円】 等

土砂災害防止／土壌保全
・表面侵食防止 【28.3兆円】
・表層崩壊防止 【 8.4兆円】 等

生物多様性保全
・遺伝子保全 ・生物種保全
・生態系保全

地球環境保全
・二酸化炭素吸収 【1.2兆円】
・化石燃料代替エネルギー【0.2兆円】

物質生産
・木材（建築材、燃料材等）
・食料（きのこ、山菜等） 等

保健・レクリエーション
・保養 【2.3兆円】
・行楽、スポーツ、療養

快適環境形成
・気候緩和 ・大気浄化
・快適生活環境形成

文化
・景観、風致 ・教育 ・宗教、祭礼
・芸術 ・伝統文化 ・地域の多様性

かん

CO2 O2

荒廃地 森林耕地

浸透能
（mm/1時間）

裸地 草地 森林

258
79 128

※資料：村井宏・岩崎
勇作「林地の水及び
土壌保全機能に関す
る研究」（1975）

（水資源貯留機能の比較）

（流出土砂量の比較）森林の国土保全機能 森林の水源涵養機能

※資料：丸山岩三「森林水文」実践林業大学（1970）
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2

２．森林資源の循環利用によるグリーン成長の実現

木材は炭素を
長期に貯蔵

CO2

CO2
CO2

2030年度2.7％目標達成
2050年カーボンニュートラルに貢献

林業の成長産業化
地方創生を推進

使う

育てる

植栽

主伐

下刈り間伐

植える

エリートツリー

都市の木造化

新素材開発

木質バイオマス利用

若い林はCO2を
より多く吸収

エネルギー利用により
化石燃料を代替間伐等の実施に加え

「伐って、使って、植える」
循環利用を進め

若い森林を確実に造成

CO2

森林は
CO2を吸収

木材は
省エネ資材

プラスチック等
を代替

収穫する

• 適正な利用により放置されず森林の手入れが進む
→ 生物多様性保全、地球温暖化防止等の

森林の多面的機能の発揮

森林にやさしい

•木材利用による炭素の貯蔵効果、省エネ効果、
化石燃料代替効果

•吸収能力の高い若い森林の増加

CO2

炭素

炭素

吸収

炭素貯蔵

地球にやさしい

• 林業活動を通じた雇用・経済効果 → 地方創生

地方・人にやさしい

• 木材利用 → 快適な空間の形成

Ａ重油
約120万kl

熱利用

CO2
約400万t

木質バイオマス燃料

代替
相当

2019年利用量＝２千万㎥
（間伐材、製材端材、建築廃材等）

→ 2050年カーボンニュートラルに貢献

森林・林業基本計画に掲げる
「グリーン成長」の基本的な考え方（イメージ）
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3

３．森林の有する多面的機能の発揮に向けて

①適切な森林の整備・保全 ②持続可能な木材利用

広葉樹林化、長伐期化、針広混交林化等による
多様な森林づくりの推進や、伐採後の確実な再造
林を実施。

長伐期林 針広混交林

森林生態系の保全及び復元、希少な森林生態
系の保護管理を実施。また、公益的機能の発揮が
特に期待される森林を保安林として指定し、適切
な管理を実施。
森林所有者等による森林の経営や管理が適切に
進むよう取り組むとともに、森林所有者が自ら経営
や管理ができない森林は、市町村が主体となった
経営や管理を実施。

林業・木材産業の低コスト化や中高層建築物等に
おける木材利用、新素材の開発等により、国内の
森林資源の持続的な有効活用を図る。

合法的に伐採されたことが確認できた木材・木材製
品を消費者・実需者が選択できるよう、クリーンウッ
ド法に基づく制度の普及を実施。
消費者等の理解を醸成し、木材を持続的な形で
利用する企業等へのESG投資にもつながるよう、
「木づかい運動」や「木育」等を推進。

都市の木造化（Port Plus㊧,HULIC&NewGINZA8㊨）
資料：林野庁「高層ビル木造事例集」

木材のマテリアル利用

改質リグニンを用いた試作品
（自動車ステアリングの樹脂）

写真:株式会社天童木工、物質・材料研究機構、
豊田合成株式会社

セルロースナノファイバーを用いた製品
（外壁フェンスの塗料）

写真:玄々化学工業株式会社
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4

４．持続可能な木材利用に向けて

○Ｇ７広島首脳コミュニケ（抜粋）
【パラ24（環境）・部分】

我々は、２０３０年までに森林の消失と土地の劣化を阻止し反転させる
というコミットメントを改めて表明し、森林を始めとする陸域生態系の保全及び
その回復を加速させるとともに、持続可能なバリューチェーン及びサプライチェーン
を支援し、持続可能な森林経営と木材利用を促進することにコミットする。

○Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ（抜粋）
【森林及び土地劣化(パラ10)】

我々は、ネット・ゼロで、気候変動に対し強靭で、循環型で、ネイチャーポジ
ティブな経済の実現に向けて、森林をはじめとする陸域生態系の保全とその回
復を加速させるとともに、違法伐採対策を含む持続可能な森林経営と木材
利用を促進することにコミットし、また、持続可能な森林経営と木材利用の促
進のために、国連食糧農業機関、国連森林フォーラム、国際熱帯木材機関
等の関連国際機関と協働する。
【建築物(パラ82)】

また、我々は、ライフサイクルを考慮した建物設計や、建物の改修・建設にお
ける循環性の考慮によって、木材を含む持続可能な低炭素材料や最終用途
の機器の使用を向上させることや、従来型材料の生産を脱炭素化することが
重要であると認識する。

○Ｇ７都市大臣会合コミュニケ（抜粋）
【建築物（パラ20）】

我々は、例えば、木材を含む持続可能な低炭素材料の使用や、冷暖房シ
ステムの脱炭素化、再生可能エネルギーを創出するための屋上への太陽光パ
ネルの設置、屋上や壁面、その他空間の緑化、建築材料の循環、放置された
建築物の活用や再生等の、より伝統的な手法から革新的な先端技術に至る
様々な解決策の必要性を強調する。

■ Ｇ７広島サミットで採択された成果文書■ 改正クリーンウッド法の概要（令和7年春施行予定）

〇 国内市場における木材流通の最初の段階での対応が重要であることから、川上・
水際の木材関連事業者に対し、素材生産販売事業者又は外国の木材輸出事業
者から木材等の譲受け等をする場合に、①原材料情報の収集、合法性の確認、②
記録の作成・保存、③情報の伝達を義務付け。

（１）川上・水際の木材関連事業者による合法性の確認等の義務付け

（２）素材生産販売事業者による情報提供の義務付け

（３）小売事業者の木材関連事業者への追加

⇒ これらの措置により、違法伐採及び違法伐採に係る木材等の流通
を抑制し、合法性が確認された木材が広く流通することを目指す。

〇 合法性の確認等の情報が消費者まで伝わるよう、小売事業者を木材関連
事業者に追加し、登録を受けることができるよう措置。

〇 （１）で義務付けられる合法性の確認等が円滑に行われるよう、素材生産
販売事業者に対し、当該木材関連事業者からの求めに応じ、伐採届等の情報
提供を行うことを義務付け。
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５．国産材の安定供給体制の構築に向けた「共同行動宣言」
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